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　抄　録　特許侵害訴訟は，通常の民事事件と異なり専門性の高い訴訟であり，他方で，その件数は
決して多いものではないことから，特許侵害訴訟を経験したことのある企業担当者は少ないのが現状
です。このような専門性の高い訴訟であるがために，通常の民事訴訟手続とは異なる法律上及び運用
上の工夫があります。本稿では，このような工夫を中心に，特許侵害訴訟における手続的な特徴を概
観します。
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1 ．	はじめに

特許侵害訴訟は，高度な技術的専門知識が必
要となる事件であり，そのため，通常の民事事
件とは異なる手続上の特徴があります。これら
の特徴は，法制度として規定されているものだ
けではなく，法律に規定のない運用面での工夫
もあります。
他方で，日本国内では特許侵害訴訟の件数は

それほど多くなく，そのため，特許侵害訴訟を

経験したことのない企業の担当者も多いと思わ
れます。
そこで本稿では，統計情報から見える特許侵

害訴訟の特徴と，手続面における特許侵害訴訟
の特徴について解説します。

2 ．	統計情報

2．1　件数及び平均審理期間

全国の地方裁判所，高等裁判所における，知
的財産権関連民事事件の新受・既済件数は，表
１及び２のとおりであり，このうち特許侵害訴
訟の新受件数は，平成23年で207件１），平成24
年で155件２）となっています。
また，平均審理期間は，第一審で16か月弱，

控訴審で７か月となっています。但し，この平
均審理期間は，意匠権，商標権，著作権（プロ
グラム著作権を除く），不正競争防止法等の非
技術系の知的財産権関係民事事件を含むもので
あり，いわゆる技術系の特許侵害訴訟は，非技
術系の知的財産権関連民事事件と比較して審理
期間が長くなる傾向にあります。そのため，特
許侵害訴訟は，第一審では大凡１年半程度要す

特許侵害訴訟における民事訴訟手続の実務
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ると考えておけば良いでしょう３）。

表１　		知的財産権関係民事事件の新受・既済件数
及び平均審理期間（全国地裁第一審）一覧４）

年次 新受
（件）

既済
（件）

平均審理
期間（月）

平成23年 518 620 13.4
平成24年 567 503 15.7
平成25年 552 608 15.7

表２　		知的財産権関係民事事件の新受・既済件数
及び平均審理期間（全国高裁控訴審）一覧５）

年次
（平成）

新受
（件）

既済
（件）

平均審理
期間（月）

平成23年 155 155 6.4
平成24年 146 143 7.1
平成25年 148 134 7.0

2．2　裁判の帰趨

従来，日本における特許侵害訴訟は特許権者
に不利であるといわれてきましたが，逆に近時
は特許権者に有利な判断もなされるに至ってい
ます。実際には，どのような傾向にあるのでし
ょうか。
最高裁判所ホームページの知的財産判決速報

（地方裁判所分）に掲載された特許権・実用新
案権に基づく侵害訴訟事件の判決における，権
利者の勝敗数は，表３のとおりであり，権利者
の敗訴率は80％前後となっています。

表３　		特許・実用新案侵害訴訟事件における権利
者の勝敗件数６）

年次 判決数 権利者
敗訴 一部勝訴 権利者

勝訴
平成23年 38 29 2 7
平成24年 40 34 2 4
平成25年 56 42 7 7

他方で，特許侵害訴訟が終了する場合は，通
常の訴訟と同様，判決だけではなく，和解や取

り下げによる終了もあります。平成24年度の知
的財産権関連民事通常訴訟事件・第一審では，
既済件数503件のうち，判決が218件，和解によ
る終了が190件，取り下げによる終了が58件と
なっており７），判決と同程度和解により終了し
ていることが分かります。このように和解によ
り終了する事件が判決の場合と同程度あります
ので，判決に現れた統計情報のみで特許侵害訴
訟では特許権者に不利であるとは断定できませ
ん。東京地裁民事第29部において平成18年から
21年までの４年間において，和解の内容も分析
した統計結果が公表されていますが８），そこで
は実質的な処理件数のうち原告勝訴の判決及び
原告勝訴の和解の割合は50％を超えています。

3 ．	専属管轄と専門部

特許侵害訴訟は，高度に専門的な知見が必要
となることから，このような専門的な事件に精
通した裁判官が審理を行うために専属管轄とさ
れると共に，専門部が設置されています。
特許侵害訴訟の第一審の管轄裁判所は，東京

地方裁判所と大阪地方裁判所のいずれかの裁判
所となります（民訴法６条１項）９）。そして，
東京地方裁判所には４か部，大阪地方裁判所に
は２か部の知的財産部があり，特許権侵害訴訟
をはじめとする知的財産関連事件は，これらの
専門部において審理されます。知的財産部にお
ける審理は特許侵害訴訟に限らず全件３名の裁
判官による合議体によりなされます。
特許権侵害訴訟の控訴審は，知的財産高等裁

判所が取り扱うこととなっています（民訴法６
条３項，知的財産高等裁判所設置法２条）。現在，
知的財産高等裁判所は，４か部（及び１つの特
別部）から構成されており，知的財産権に関す
る民事控訴事件のみならず，特許庁の審決取消
事件も扱っています。
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4 ．	弁理士の関与

特許侵害訴訟では，弁護士のみならず，弁理
士が補佐人ないし訴訟代理人として関与するこ
とが多いという特徴があります。
特許侵害訴訟は，通常の訴訟事件と異なり専

門的な知見等が必要となることから，一般的に
は，特許侵害訴訟に詳しい弁護士が訴訟代理人
となることが多いといえます。
しかし，特許侵害訴訟に詳しい弁護士であっ

ても，技術分野に明るくない場合もあり，また，
後述するように特許侵害訴訟では同時に無効審
判も行われることもあるため，無効審判や審決
取消訴訟のみならず，特許侵害訴訟においても
弁理士が関与した方が良いことがあります。そ
のため，技術分野に詳しい弁理士を補佐人とし
て選任し特許侵害訴訟を行う例が比較的多く見
られます。なお，特定侵害訴訟代理業務試験に
合格し，弁理士の登録にその旨の付記をした弁
理士は訴訟代理人となれますが，その場合でも，
弁理士が訴訟代理人となれるのは，同時に弁護
士が訴訟代理人となっている場合に限られます
（弁理士法６条の２）。弁理士は，審決取消訴訟
では単独で訴訟代理人となれますが，特許侵害
訴訟をはじめとする知的財産権関連民事事件で
は弁護士と共に訴訟を遂行しなければならない
という制限があります。

5 ．	本案訴訟と仮処分

特許権を侵害されたという場合に，この救済
を求めるための法的手続としては，いわゆる本
案訴訟のほか，仮処分が挙げられます。
仮処分事件では，本案訴訟と異なり損害賠償

請求はできませんが，本案訴訟と比較すると短
期間に決定がなされることや，差止の仮処分決
定がなされると執行停止が認められることがほ
とんどないため，特許権者からすれば早期に解
決することが可能となる手続となります10）。

しかし，差止仮処分決定による効果が大きい
ことから，裁判所では本案訴訟と同程度に慎重
な審理が行われます11）。そのため，複雑な事件
であると，本案訴訟と変わらない程度の期間の
審理が行われることもあります12）。

6 ．	特許侵害訴訟の審理の特色

6．1　侵害論と損害論

特許侵害訴訟において差止及び損害賠償請求
がなされた場合，侵害論と損害論に分けて審理
され，侵害論の終了時に裁判所の心証（その時
点における裁判所の判断）が示される点が，特
許侵害訴訟をはじめとする知的財産権侵害訴訟
における特徴といえます。
侵害論は，対象製品を特定すると共に，当該

対象製品が技術的範囲に属するか，特許に無効
理由があるかといった，被告の行為が特許権を
侵害するか否かを審理するステージになりま
す。
侵害論では，最終段階で裁判所が双方当事者

に対して他に主張・立証がないことを確認した
上で，裁判所において審理し，特許権を侵害す
るという心証を得た場合には，弁論準備期日に
おいて裁判所からの心証開示がなされます。
心証の開示の仕方は，裁判所によっても若干

異なりますが，少なくとも，裁判所から損害論
の審理に入ることが述べられた場合には特許権
を侵害しているという心証を，裁判所から次回
は口頭弁論期日として事件を終結し，その後判
決を言い渡す旨が述べられた場合には特許権を
侵害しないという心証を持っているということ
になります。
損害論の審理に入ると，具体的な損害額の主

張立証がなされ，その段階において侵害論につ
いて新たな主張や立証をすることが事実上制限
され，仮に新たな主張・立証がなされた場合に
は，時機に後れた攻撃防御方法等として却下さ
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れることがあります（民訴法157条，特許法104
条の３・２項）13）。そのため，当事者は，侵害
論の段階で主張・立証を尽くしておくことが必
要となります。
このように特許侵害訴訟において，２つのス
テージに分けて審理を行うのは，特許権侵害と
ならない場合に損害論に関する審理にかかる時
間と手間を省き審理の迅速化を図る目的があり
ます14）。また，これに加えて，損害の立証には
競合他社に知られたくない情報を開示する必要
が生じるため，これを可及的に避ける目的もあ
ります15）。
また，多くの特許侵害訴訟では，損害論が終
了した時点において，裁判所から和解による解
決の可否について打診があります。特に，裁判
所が特許権を侵害しているという心証を持った
場合には，大半の事件では損害論の審理と並行
して，又は損害論の審理に入る前に和解の協議
が行われます。そのため，統計資料には現れる
ことは少ないですが，特許権者に有利な和解も
数多く成立していると考えられます。
なお，特許侵害訴訟の侵害論及び損害論の審
理要領・審理モデルは，東京地方裁判所及び大
阪地方裁判所のウェブサイトにおいて公開され
ており，詳細な審理の手順や内容については，
これらを参照してください。

6．2　無効の抗弁と無効審判・審決取消訴訟

特許侵害訴訟では，特許庁における無効審判
が同時に係属することが多いという特徴があり
ます。
特許侵害訴訟では，特許が特許無効審判等に
より無効とされるべきものと認められる場合に
は特許権者は権利を行使できないという「無効
の抗弁」が認められており（特許法104条の３），
そのため，近年では６～８割の事件で被告から
この無効の抗弁が主張されています16）。
かつてはこの無効の抗弁が認められる件数が

多く，最高裁判所ホームページの知的財産判決
速報（地方裁判所分）に判決が掲載された事件
のうち，特許権・実用新案権に基づく侵害訴訟
事件において，特許が無効と判断された割合は，
平成18年で70％，平成19年で55％，平成20年で
59％と高水準でありましたが，その後は，平成
22年で35％，平成23年で17％，平成24年で40％
というように無効の抗弁が認められる割合は減
少傾向にあります17）。
特許侵害訴訟において被告が無効の抗弁を主

張する場合，同時に特許庁に対して無効審判を
請求することがあります。特許侵害訴訟におい
て，特許庁における無効審判も利用する割合は
近年４割前後とされています18）。特許侵害訴訟
において無効の抗弁が認められたとしても，特
許が無効となって消滅するものではないため，
別の製品を対象として新たな特許侵害訴訟が提
起された場合に無効の抗弁が認められるという
保証はありません。そのため，被告としては，
今後の新たな製品開発を阻害する特許を確定的
に無効にすること等を目的に，特許無効審判を
請求することがあるのです。
特許侵害訴訟が同時に係属している無効審判

では，特許庁が迅速な事件処理に取り組んでお
り，無効審判の請求の時期にもよりますが，大
半の事件では，特許侵害訴訟の第一審判決より
も前に審決がなされます。
無効審判の審決に対して不服のある当事者

は，知的財産高等裁判所に対して審決取消訴訟
を提起することができますが，審決取消訴訟と
特許侵害訴訟の控訴審は，原則として同じ部に
係属します。

6．3　裁判所調査官の関与

特許侵害訴訟は技術に関する専門的知見が要
求される事件であるために，このような知見を
補充するために，特許侵害訴訟では，原則とし
て全件，裁判所調査官が関与します。
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裁判所調査官は，裁判所の命を受け，特許侵
害訴訟の審理・裁判に関して必要な調査を行う
とともに（裁判所法57条２項），期日において
当事者に問いを発し，又は立証を促したりしま
す（民訴法92条の８以下）。
知的財産に関する事件における裁判所調査官

は，その多くは特許庁審判官・審査官経験者か
らの出向者であり，各技術分野の専門的な知見
を有しています。調査官は，裁判所と適宜打ち
合わせを行い，また，期日にも立ち会うなどし
て，専門技術的な見地から裁判所を補助してい
ます19）。

6．4　技術説明会と専門委員

技術的に高度な特許発明である場合に，侵害
論の最終段階で「技術説明会」が行われること
があります20）。技術説明会では，当事者から特
許発明や対象製品に関する技術的事項の説明を
行うと共に，主張の要点（技術的範囲の解釈，
無効論）を説明しますが，最近では，パワーポ
イントなどを用いて視覚に訴えながらプレゼン
テーションを行うことが多いといえます21）。
多くの技術説明会では専門委員が関与しま

す。専門委員は，学識経験者，実務的な研究者，
弁理士等の専門委員の候補者の中から１事件あ
たり３名程度選任されます22）。
このように裁判官が，技術に対する理解を深

める工夫がなされているのです。

6．5　控訴審における審理手続

特許侵害訴訟の控訴審は，知的財産高等裁判
所が専属管轄となりますが，多くの事件では１
～２回の期日で結審し判決となります。審決取
消訴訟が同時に係属する場合には，期日を合わ
せて行うことが多く，判決も同じ時期に言い渡
されます。なお，審決取消訴訟の審理要領につ
いては，知的財産高等裁判所のウェブサイトに
掲載されています。

控訴審の審理も原則として３名の裁判官によ
る合議体で行われますが，特許侵害訴訟等では，
５名の裁判官の合議体（大合議体）で審理，裁
判することができ（民訴法310条の２，特許法
182条の２），大合議体で審理される事件のこと
を大合議事件といいます。大合議事件は重要な
法的論点を含む事件であり，大合議体により慎
重に審理，判断されることにより，これと同種
の事案における判決の内容を予測可能にするこ
とがねらいです23）。

6．6　秘密保護手続

特許侵害訴訟では，製品の構造や製造方法等
の競合他社には知られたくない営業秘密を用い
て主張・立証しなければならない場合がありま
す。訴訟当事者以外の第三者に対してこのよう
な営業秘密を保護する手続として，訴訟記録等
の閲覧制限がありますが（民訴法92条１項２
号），これはあくまで第三者に対する制度であ
って，訴訟当事者がその営業秘密を自らの事業
に利用してしまうことを予め防止することが出
来ません。
そこで，平成16年改正により導入されたのが，

秘密保持命令という制度です（特許法105条の
４～６）24）。秘密保持命令では，営業秘密を当
該訴訟の追行の目的以外の目的で使用し，又は
命令を受けた者以外の者に開示してはならない
旨が命ぜられ，この違反については刑事罰が定
められています（特許法200条の２第１項，201
条１項１号）。
なお，実務上は，秘密保持命令に代えて，当

事者間で秘密保持契約を締結することにより，
営業秘密にかかる情報を訴訟において主張・立
証することが行われることがあります25）。

7 ．	おわりに

特許侵害訴訟の手続上の特徴を概観してきま
したが，これらの特徴は，主に，高度な専門知
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識を必要とする特許侵害訴訟の迅速化及び審理
の充実を図る目的で設けられた制度・運用であ
ることがご理解頂けたと思います。
紙面の都合上，各特徴についての詳しい解説
は割愛致しましたが，より詳細な内容は引用し
ております文献をご覧頂ければと思います。
本稿が，これから初めて特許侵害訴訟を行う
企業の担当者の方の一助になれば幸いです。
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